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悶土交通省

鋭敏庁

盟土交通省退職者の特定部署への就任自粛等の要踊について

今館、臨こた交通議直轄ぬ鋼橋上部工事の発注に関して大規模な談合事件が発生したこと

を踏まえ、間土交通雀としましては、効果的な再発防止策を緊急に検討するため、入札議

合再発訪止対策検討委員会を設置し、 「入札談合の再発防止対策についてj をとりまとめ、

平成� 17年7FJ29日付けで公表し、その推進に取り組んでいるところであり、各企業等

におかれでも、談合安行うことがないことはもちろんのこと、談合と誤解されるような活

動等はついても行われるようなことがないようお顛いいたします。

また、上記の防止対策において、日本道路公団発注の鋼橋事業に罷る該合事案において

発注者である間公聞の退職者や職員が深く関与していたとして逮構・起訴された事態を重

く受け止め、公共工事の入札網発建における菌土交通省と受注企業との霞係について冨畏

から無用の妓念を胞かれるようなことがないよう、当省逗犠者の高裁韓iこ嬰し、 け〉重

大な法令違反iこ関与した企業への高就職の自襲、� (2)直轄工事受注企業への幹蔀職員の

再就職の自粛等の措麓密とったところでありますが、更に下記の措量を要請させて頂くこ

とと散しました。

該当する企業等はおかれましてf<t，この趣震についてご理解を誇り、当該措置の実施に

ご協力を現けるようお綴いいたします。

霞土交通雀とめ間で密接な鵠係があるとされる哲利企業{主主1)(J)うち、当省発注の公

共工事会受注実譲治ある企業におかれては、退職後5年が経過していない国土交通省退職

者{主主むについて、平成� 17年� 10舟 1日以跨i玄、新たに営業担当部署へ就任させるこ

とがないよう要議する。
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ミ季

(注 1)調家公務員法第 103条第 2現に規定する� f密接な関係j と陪様の考え方であり、

以下のいずれかに該当する営利企業がこれに誤当する。� 

① 国土交通省が有する法令に基づく行政上の護震の対象とされている堂科企業� 

② 	 鞍農の離織の日から� 5年さかむ!まった諮の嘉する年度J;l韓の年度(そのEの襲す

る年震にあってほ、その日以降の期艶に隈る。)のうちのいずれかの年度において

国土交通審との揮に縛結した契約の総額が2千万円以上である甜利企業

語土交通省による行政手続法(平成6年法樟第� 88号)第� 2染第� 6号に掲げる行

致指導の対象とされている営利企業� 

④ 	 ①から争までに掲げる営利企業の商法(明治 32年法律第 48特)第 211条の� 

2第� 1噴に鯛定する子会社である鷺利企業� 

⑤ ①から③までに掲げる営利企業と隅績の事構にあると認めもれる設事i企業

(注	 2)退職後� 5年が経過していない語土交通奇襲退職者と誌、国土交通審職員として採用

された経歴を有する者〈交涜人事や経期付採用!こより国土交通省i二一時期在職した者

は議く。〉で、殻襲的iこ毘土交通省を退職した時点から� 5年を経過しない者をいう。


